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Ⅰ．制度概要
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Ⅰ．制度概要

１．用語の解説

２．対象となる事業者・工場等

３．特定期間 （規則で定める期間）

４．助言・指導・公表・評価



１．用語の解説

（１）原油換算エネルギー使用量

事業活動において使用する様々なエネルギー（電気やガス
等）の合計が、原油に換算してどれだけの量にあたるかを示
す数値 （単位：ｋｌ＝キロリットル）

（２）エネルギー起源二酸化炭素排出量

エネルギーの使用に伴って排出する二酸化炭素排出量
（単位：t-CO2）
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（３）その他ガス

「エネルギーの使用に伴って排出する二酸化炭素」を除く温室
効果ガス （６．５ガス）

※エネルギー起源に含まれるエネルギーは、工場、事務所内で使用
するエネルギーです。事業所外で使用する自動車等のエネルギー
は含まれません。

（４）ハイドロフルオロカーボン（ＨＦＣ）
（５）パーフルオロカーボン（ＰＦＣ）
（６）六フッ化硫黄（ＳＦ6）
（７）三フッ化窒素（ＮＦ3）

（１）非エネルギー起源二酸化炭素
（２）メタン（ＣＨ4）
（３）一酸化二窒素（Ｎ2Ｏ）
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１．用語の解説

（４）県内の工場等

県内の全ての工場、店舗、事務所、その他の事業場

※無人のものも含む＝自動販売機等

※社宅や社員寮部分は除く

（条例施行規則第４条）

（５）原単位

エネルギーの使用量と密接な関係を持つ値を指標とした、
単位当たりの排出量

（例：延床面積、生産数量、生産額等）
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以下の事業者は、事業活動に係る温室効果ガスの排出の抑制
等のための計画（事業活動温暖化対策計画）を作成、提出

（１）県内全ての工場等における原油換算エネルギー使用量の
合計が1,500kl 以上の事業者

（２）県内全ての工場等におけるその他ガスの排出量合計が
3,000t-CO2以上の事業者

（３）200台以上の県内ナンバーの自動車を使用する事業者

（４）上記（１）～（３）以外（任意提出）事業者
※補助金申請（計画書等の作成が申請要件となるもの）をする事業者は（４）に該当
（（１）～（３）に該当する事業者を除く）

２．対象となる事業者・工場等
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※（１）～（３）のいずれかに該当する事業者は計画策定義務あり

（条例第12 条）
次に掲げる事業者は、規則で定める期間ごとに、規則で定めるところによ
り、その事業活動に係る温室効果ガスの排出の抑制等その他の地球温
暖化の防止のための計画（以下「事業活動温暖化対策計画」という。）を
定めなければならない。



３．特定期間 （規則で定める期間）
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（条例第12条 要約）
条例の対象事業者は、特定期間（最長３年）ごとに、温室効果
ガス排出を抑制するための計画を定めなければならない。
また、事業者は、規則で定めるところにより、事業活動温暖化
対策計画の実施状況等を知事に報告しなければならない。

令和４年度に補助金申請をする任意事業者（新規）の場合

計画書の提出【補助金申請に合わせて随時受付】

基準年度を令和３（2021）年度とし、令和４（2022）年度まで

の計画を作成

報告書の提出【令和５（2023）年７月末まで】

令和４（2022）年度の実施状況の報告書を作成

第三次計画期間【令和２（2020）～４（2022）年度】
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４．助言・指導・公表・評価

計画書（案）の作成

計画書の提出・公表

報告書の提出・公表

取組の推進

長野県事業者

計画書（案）への助言

計画書の受理・評価

計画書と評価結果の公表

取組の確認・助言・指導

報告書の受理・公表

（中 略）

通知

現地調査

報告書の提出・公表 ３年間の取組を評価

報告書と評価結果の公表
次の計画期間へ

通知

提出前に助言します

計画書を精査・評価
します

計画書に加え、評価
結果を公表します

県職員と専門家が事
業所を訪問します

３年間で概ねの事業
所を一巡します

３年間の取組・結果
を評価します

優良事業所を表彰し
ます

県の対応
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Ⅱ．「事業活動温暖化対策計画指針」とは
計画書・報告書への記載事項、講ずべき措置、評価基準等

１．「事業活動温暖化対策計画指針」の目的

２．「温暖化対策計画書」と「実施状況等報告書」

３．評価基準

指針の掲載場所 ：県HPトップページ＞暮らし・環境＞温暖化対策＞施策・計画

＞長野県地球温暖化対策条例関係様式（改正後）
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１．「事業活動温暖化対策計画指針」の目的

第１目的

この指針は、長野県地球温暖化対策条例第12 条の規定に
より、

事業者が提出しなければならない事業活動温暖化対策計画

書（以下「計画書」という。）及び事業活動温暖化対策実施状
況等報告書（以下「報告書」という。）に記載する事項

事業者がその事業活動において講ずべき温室効果ガスの
排出の抑制等のための措置の内容

条例第13 条の規定により知事が計画書及び報告書を評価
する基準

等を定めるものである。
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２．「温暖化対策計画書」と「実施状況等報告書」

温暖化対策計画書（計画書）を提出する場合

計画書は『様式１号総括票』に必要な事項を記載して様
式２を添えて７月末日までに提出する。

※補助金関係の場合は補助金申請に合わせて随時受付

実施状況等報告書（報告書）を提出する場合

報告書は前年度ご提出いただいた様式１号総括票 に

必要な事項を追記して様式３を添えて７月末日までに提
出する。

※様式１は「事業活動温暖化対策計画書 兼 実施状況等報告書」

（条例第12条、指針第３及び第４）
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２．「温暖化対策計画書」と「実施状況等報告書」

提出様式一覧

様式１（総括票）：事業活動温暖化対策計画書 兼 実施状況等報告書

様式１（個別票）：事業活動温暖化対策計画書 兼 実施状況等報告書

様式２：事業活動温暖化対策計画書提出書

様式３：事業活動温暖化対策計画実施状況等報告書提出書

様式４：管理実態様式５：現状把握

排出量計算シート：エネルギー起源二酸化炭素排出量計算シート

委任状：提出者が代表者以外の場合（様式２または３号の代表者氏名が

代表者意外）

※任意提出事業者

計画書を提出する場合（様式1号総括票、様式２号、排出量計算シート）

報告書を提出する場合（様式1号総括票、様式３号、排出量計算シート）
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２．「温暖化対策計画書」と「実施状況等報告書」

「様式１記載内容」 ※網掛けの項目は、任意は記入不要
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１．事業者等の概要
２．基準年度、計画期間及び報告対象年度
３．計画書（報告書）の公表方法等
４．温室効果ガス排出抑制のための基本方針
5の1．温室効果ガス排出抑制のための組織体制
5の2．温室効果ガス排出抑制のための会議体等の名称及び開催頻度
6の1．エネルギー起源二酸化炭素の排出抑制に係る目標及び実績
6の2．エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出抑制に係る目標及び実績
6の3．自動車の使用に伴う二酸化炭素の排出抑制に係る目標及び実績
７．重点対策の実施状況
８．排出抑制目標達成のための具体的な措置
９．自然エネルギー源利用設備等の導入計画及び状況
10．県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出実績
11．県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出実績
12．次世代車使用台数等の導入状況
13．交通対策状況
14．環境配慮活動状況
15．自由記載欄

総括票



３．評価基準

条例第13 条の規定による評価は、
①計画書
②計画期間の初年度から最終年度までの実施状況等が記載
された報告書について、総括票と個別票それぞれに対し
Ｓ、ＡＡ、Ａ、Ｂ、Ｃの５段階で行う。 （指針 第７）
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５
段
階
評
価

100点満点


